











































































な影響を与えていることが考えら る。また、日常の生活におけ 人々 有する人権尊重 意識や法・制度に る人権の保障の維持の側面でも文化が作用していると考えられる。こ ような西洋諸国と非西洋諸 の国際的な人権規範の適用に関する主張の相違が、しばしば、特に経済開発に対する援助の場面において国際的な摩擦を引き起こ（
8）


























国際的な人権規範を受容するのかについて分析する。なお、本稿で扱うのは、各国の憲法において定められている人権規定の基盤となる国際的あ いは地域的な人権規範であり 個別 国家 憲法における人権規定ではない。また、各国の憲法を含む国内法や制度における人権の保障に関しては は扱わず今後の課題とする。
一．非西洋文化圏における人権と国際的な人権規範の受容
（一）イスラムの人権　非西洋文化圏による国際的な人権規範の受容の事例として、まず、イスラム人権宣言をとりあげる。イスラム教
























然権の理論が重要となるが イスラム法では、人の理性は神に対する信仰 よって初めて有効なものと るのである。そして、イスラムの人権 もともと自由なイスラム男子 み認められていたものであった。　
イスラム法における人権は厳格な唯一神信仰から導かれ、西洋的な人 規範における人権とは異な 発展の過程


































ocratie de lʼarbre à palabre] といわれる）
。この一種の原始的な直接民































自由、表現の 利、移動の自由、庇護権、追放からの自由、家族・女性・子供・老齢者及び障害者の権 、公正な裁判を受ける権利 財産権、参政権、教育 労働 、結社 などの一般 自由権及び社会権）
と併置されていること
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ステムではなく、複雑システムとしての行為主体からなる。国際社会と うシステムにおいては、調和と共存がシステムの目的であり 国際社会 目標は、システムの活動、すなわちそ 行為主体の行動の相互作用に って達成
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立した機能を有する。実態とシンボル 相互作用することによって、 ンボルは人々 意志決定や行動に影響を与
































とするシステム して捉えられる。コミュニケーションは、一見開かれた のように見えるが 様々な制約を抱えている。コミュニケー ョンは、そ 伝える内容、伝達手段 相手の理解の三層 選択過程であり その結果としてのコミュニケーション 帰属する人格間における双方向の行為である。まずそ 前提として、主体は共通の「言葉」の使用や、暴力の排除などの共通のプログラムに従う必要がある。また、呼応可能性が求められる。これらの条件を前提としなければ、コミュニケーショ は成 立たない。この共通性の確保、すなわち、主体 よ 前提条件 認識が、コミュニケーションにおいては最も重要にな 。共通の基盤 持たないところに共通の基盤が与えられることによっ 、 の安定が維持される である。　
この理論に基づくと、国際社会における人権をめぐるコミュニケーションもまた一つのシステムを形成している
と分析できる。そして、国際的な人権規範は人権シス おける「プログラム」として機能す 国際的な人権規範が、人権システムのコミュニケーションであるか否か 区別の基準とな それゆえに、人権システムに参加するためには国際的な人権規範に関す コミュニケーションを行わなければなら 現象が、非西
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した。デュルケムは、個人を越えた客観的な事象の中に社会的現実をみた。彼は、社会学的方法は「社会的事実」をもののよう 扱うべきであ として、社会 事実を結合 よる現実であり、時間的 も空間 にも個人を超えた
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ない。人間は弱い存在 あり、他者と共同すること しか生 ことができない。それゆえ、個人は人間 して連帯する。この連帯性は多様 はない。 かし、社会契約 おける一般意志ではなく 多様な個人ひとりひとり 共通の利益によって生じる。一般的であると同時 個人的 のであ 。個人は労働分業によって連帯 参加する。しかし、連帯の実現は個人によって様々であり、差異があ 。そ 意味 は、 連帯性 概念に多様性を含






活的な規則であり、すべての人間社会が基づくべき社会的理念を形成するものなのである。自然に存在する規則ではなく、社会の中で蓄積され きた 則である。それゆえ、社会が存在するところには法規則が存在 。客観法に対し、実定法は国家が制定 る法である。実定法は客観法から導かれ、常に客観法に従う。ま 、個人の社会的連帯への参加の手段と動機は、社会契約 ように一律で ない。そこに 多様性が存在す のである。　
デュギイの社会的連帯においては、個人は他者との共同のなか、すなわち社会のなかでしか生きられない。それ
ゆえ、社会によって作られるモデルによって、個人の理性や意思が形成される。し し 社会規範の内面化により、個人はそれ 従 いるという意識を持 なくなるのである。ここから、先験 社会規範の内面化 より、らかじめ人間の行動は決定され 考え 導かれ 。デュギイの客観法は、個人が生ま る前 社会を基に生 る行為規則であり、決定主義的要素を含むのであ 。この点は、有機的連帯の社会秩序には合意 道徳的秩序が前もって必要であるとするパーソンズの ュルケム批判にもつ が 人間 社会における規則に従う、あるいは規則 従わなければ制裁を受けるため従うことを学習し いく。それによって 人間の行動は予期できる、すなわちパターン化できるようになるのである。他者の行動の予測可能性 存在は社会 安定には重要である。行動のパターン化 よ が抑制 からであ し し同時に、個人 社会のパターンに無批判に従う危険性を含む。デュギイの社会連帯は、既存の価値観や秩序の維 を支え 理論 も りうる。しかしな
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がら、ドイツ歴史学派の民族の精神という主張に対して個人を基点とすることで、国家自体を個人にまで還元し、そこか 国家の理論を組み立てなおそう したデュギイの理論は注目に値 。彼はまた、社会契約といったフィクッションからではなく、いかにして法が現れるかを明確に ようとした。その意味で彼の理論は、法現象学と類似する部分を持つといえる。　
セルは、このデュギイの社会連帯論を国際社会に応用した。国際社会を人間の特性である連帯性と労働分業から
導き、国家ではなく個人を単位とした社会とし 国際社会をとらえる。これは国内社会も国際社会も個人に還元されるという、一元論的見方である。国際社会はひとつではなく、役割ごと 社会が存在 、個人は複数の社会 重複的に属する。これら無数の国際社会の総体として「国際社会」が形成され のである。この連帯性 個人的類似による連帯性から 社会の集合的な連帯性へと展開する。そしてセルは、社会的連帯を体現するための理念として、デュギイの客観法を採用 。　
このセルの理論から、国際的な人権規範の受容の動きを分析することができる。セルの理論に立つと、国際法も





























をなす基本的な文化的価値に深く結び付けられており、かつ、連帯性、労働及び愛国的誓約により共通の運命を負っているという男性及び女性の意思を認めていると定めている。また、イスラム世界人権宣言もそ 原文と他の文化圏向けの翻訳では文言を変えるこ で 対内的および対外的に二重の説明を行っている。　
その一方で、西洋、特にＥＵでは、国際的な人権規範のさらに先を行く人権規範が確立されてきている。例え
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31）　
本稿は東洋大学法学会のスクリーニング 受けたものであることを付記する。
―かわむら
　
さとこ・法学部助教―
現代国際社会における人権規範の普遍化に関する社会学理論からの検討〔川村　仁子〕
236
